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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、第91期中、第91期、第92期中及び第93期中につきましては

第一種優先株式を発行していますが、１株当たり中間(当期)純損失が計上されていますので記載していませ

ん。第92期につきましては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載していません。 

  

  

第一部 【企業情報】

回次 第91期中 第92期中 第93期中 第91期 第92期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (千円) 3,529,056 3,452,801 2,738,846 11,543,770 9,826,323

経常利益 
又は経常損失(△)

(千円) △259,858 △251,062 △586,310 △358,355 74,746

当期純利益又は 
中 間（当 期）純 損 失
（△）

(千円) △810,360 △266,736 △1,962,992 △1,192,080 52,477

純資産額 (千円) 563,210 41,868 1,717,044 310,275 359,369

総資産額 (千円) 13,226,680 11,672,687 11,393,800 13,227,499 12,152,968

１株当たり純資産額 (円) 7.92 △0.21 16.13 3.97 4.36

１株当たり 
当期純利益又は 
中 間（当 期）純 損 失
（△）

(円) △13.75 △4.65 △27.88 △20.32 0.50

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 4.3 0.4 15.1 2.3 3.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △940,402 △183,886 △1,143,853 △363,847 44,910

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △15,870 △9,092 25,765 △88,943 △43,631

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 533,810 △691,670 1,275,667 299,363 △1,039,283

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 920,037 307,380 312,315 1,189,313 152,551

従業員数 (名) 518 463 402 458 446



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、第91期中、第91期、第92期中及び第93期中につきましては

第一種優先株式を発行していますが、１株当たり中間(当期)純損失が計上されていますので記載していませ

ん。第92期につきましては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載していません。 

  

回次 第91期中 第92期中 第93期中 第91期 第92期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (千円) 3,483,598 3,400,177 2,688,687 11,450,468 9,711,981

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) △246,165 △272,147 △608,538 △341,350 59,410

当期純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(千円) △872,748 △282,823 △1,977,883 △1,114,110 39,287

資本金 (千円) 3,749,874 3,749,874 5,411,898 3,749,874 3,749,874

発行済株式総数 
(うち普通株式) 
(うち第一種優先株式)

(千株) 
(千株) 
(千株)

63,312
(59,775)
(3,537)

63,312
(59,775)
(3,537)

96,553
(93,015)
(3,537)

63,312
(59,775)
(3,537)

63,312
(59,775)
(3,537)

純資産額 (千円) 555,383 22,118 1,685,299 306,611 342,515

総資産額 (千円) 13,142,660 11,697,371 11,408,808 13,242,143 12,175,192

１株当たり純資産額 (円) 7.80 △0.51 15.81 3.91 4.11

１株当たり当期純利益又
は中間(当期)純損失(△)

(円) △14.79 △4.92 △28.09 △19.02 0.28

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 4.2 0.2 14.8 2.3 2.8

従業員数 (名) 402 421 362 408 407



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

なお、平成17年11月11日開催の当社取締役会において当社の100％出資子会社であるメイセイソフト開

発株式会社を簡易合併の手続きにより吸収合併することを決議しました。合併期日は平成18年1月11日を

予定しています。これによる当社グループの業績に与える影響は軽微の見込みです。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注)1 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員数です。 

  2 従業員数が前連結会計年度末に比べ44名減少しているのは、主に構造改革の実施に伴う早期退職転職支援制度

の実施によるものです。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注)1 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数です。 

  2 従業員数が前連結会計年度末に比べ45名減少しているのは、主に構造改革の実施に伴う早期退職転職支援制度

の実施によるものです。 

   

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、提出会社にJAM明星電気労働組合(連合系)が結成されており、労使関係は安定し

ています。 

  

事業部門の名称 従業員数(名)

情報通信部門 58

電子応用部門 239

全社(共通) 105

合計 402

従業員数(名) 362



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

  当社グループの中核事業である気象防災・環境計測分野においては、わが国内外で頻発した巨大災害

を教訓とする防災意識の高まりによって、官公庁、民間、あるいは海外とも市場の拡大による需要の大

きな伸びが期待されておりますが、当社グループの主要な受注先である官公庁において公共投資が抑制

されている一方、民間向けの販売においても競争の激化等によって引き続き厳しい事業環境にありま

す。こうした環境下にあって、当社グループは受注・売上の拡大、コストダウンによる利益の確保、拡

大を強力に推進すると共に、さらに厳しい環境においても安定した利益を捻出できる体制を確立するた

め、構造改革計画に即して事業の再構築を進めてまいりました。 

 

当中間連結会計期間に実施した構造改革は次の通りです。   

  ① 株主割当による新株発行（発行価額総額 3,324百万円）   

  ② 早期退職転職支援制度の実施（応募人数55名）   

  ③ 守谷工場の伊勢崎工場への統合（平成17年12月までに完了予定） 

    

  当中間連結会計期間における売上高は、気象防災・環境計測等を含む電子応用事業では、防災システ

ム分野で地震関連製品が大幅に伸びたことにより前年同期をやや上回ることができましたが、情報通信

事業ではＮＥＣ殿向けのマルチメディア関連製品の減少等で大幅な減収となり、全体では27億3千8百万

円と前年同期比で7億1千3百万円、20.7％の減収となりました。損益につきましては、大幅な減収とな

ったことで営業損失は前年同期比3億3千1百万円増の4億7千万円、経常損失は3億3千5百万円増の5億8千

6百万円となりました。また、中間純損失は上記の構造改革の実施等に伴う特別損失14億円を計上した

結果、19億6千2百万円となりました。なお、当社グループの売上高は下半期に集中する傾向が顕著であ

り、業績は期初の予想の範囲内となっております。  

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

  当中間連結会計期間のキャッシュ・フローは、営業活動により１１億４千３百万円減少し、投資活動

で２千５百万円、財務活動により１２億７千５百万円増加したことにより現金および現金同等物は１億

５千９百万円増加し、当中間期末残高は３億１千２百万円（前年同期比1.6％増）となりました。営業

活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少額１４億８千９百万円、事業構造改革費用８億９千

７百万円等を計上したものの、たな卸資産の増加額５億２千３百万円、仕入債務の減少額８億８千３百

万円、税金等調整前中間純損失１９億８千７百万円の計上等により、１１億４千３百万円の減少（前年

同期９億５千９百万円の減少）となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の売却

による収入８千７百万円、有形固定資産の取得による支出６千１百万円等により２千５百万円増加（前

年同期３千４百万円の増加）しました。 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済２

３億２千５百万円の支出等による減少が有りましたが、新株式の発行による収入３３億２千４百万円、

短期借入金の純増額２億８千万円等により１２億７千５百万円の増加（前年同期１９億６千７百万円の

増加）となりました。  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりです。 

  

 
(注) １ 事業部門間取引については、相殺消去しています。 

２ 金額は、販売価格によります。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりです。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりです。 

  

 
(注) １ 事業部門間取引については、相殺消去しています。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりです。 

  

 
  

事業部門 生産高（千円） 前年同期比(％)

情報通信部門 810,733 △46.1

電子応用部門 2,551,751 △18.4

合計 3,362,484 △27.4

事業部門 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

情報通信部門 521,818 △64.2 73,631 △31.5

電子応用部門 3,651,131 △5.7 4,027,056 +3.4

合計 4,172,949 △21.7 4,100,687 +2.5

事業部門 販売高(千円) 前年同期比(％)

情報通信部門 488,277 △66.4

電子応用部門 2,250,569 +12.6

合計 2,738,846 △20.7

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

気象庁 453,584 13.1 635,882 23.2

防衛庁 117,361 3.4 297,679 10.9



３ 【対処すべき課題】 

  当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。 

 なお、当社企業集団は、平成16年3月期まで、四期連続して当期純損失を計上し、営業活動によるキ

ャッシュフローも、同期まで三期連続マイナスでした。このような状況にあったことから、前連結会計

年度末においては、金融機関4社と締結したシンジケートローン契約に規定された「借入人の義務」の

一部である、決算期末において遵守すべき財務指標等を定めた条項を満たしておらず、資金繰りへの影

響が懸念され、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在していました。しかしながら、平成17年7月

31日を払込期日とした新株発行により、3,324,048千円の資金を調達し、また、平成17年8月1日付で、

取引金融機関との間で上記条項の変更を含むシンジケートローンの変更契約を締結したことにより、当

中間連結会計年度末においては、当該条項を満たしています。さらに、構造改革による工場統合の一環

として実施される守谷工場（茨城県守谷市）の土地売却に係る契約が、平成17年7月13日付で締結さ

れ、平成18年7月末までに当該土地の引渡しを行うこととされました。これらにより、当面の資金繰り

の懸念はなくなり、継続企業の前提に関する重要な疑義は解消いたしました。  

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

当社は平成17年7月13日、大和ハウス工業株式会社（本店所在地 大阪市北区梅田三丁目3番5号 代

表者 代表取締役社長 村上健治、資本の額1,101億2千万円、事業の内容 住宅事業、商業建築事業

他）との間で、「土地売買契約書」を締結しました。売却する土地は茨城県守谷市の当社保有土地

27,147.93㎡（現況は工場用地）及び平成10年3月27日に(財)民間都市開発推進機構へ売却した守谷工場

の一部敷地（現況は賃借の工場用地）を同(財)民間都市開発推進機構から買い戻す前提の土地

47,792.56㎡です。 

（1）売却の目的 

 当社は平成17年5月13日開催の取締役会において、守谷工場（茨城県守谷市）を伊勢崎工場（群馬県

伊勢崎市）に統合することを決議しています。その実施により跡地となる守谷工場の自社保有土地を、

(財)民間都市開発推進機構から賃借している土地の買戻し分と併せて売却し売却収入を借入金の返済に

充当し財務体質の改善を図るものです。 

（2）売却価額 

 5,150,400,000円 

（3）引渡し時期 

 平成18年7月31日までに引渡し完了 

（4）損益および財政状態に与える影響など 

 当該土地売買契約により(財)民間都市開発推進機構から買い戻す土地について発生が見込まれる土地

売却損失引当金繰入額343百万円を当中間連結会計期間において特別損失に計上しました。これにより

当中間連結会計期間の税金等調整前中間純損失および中間純損失はそれぞれ343百万円増加していま

す。 

        

  

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループにおける研究開発活動は、中間連結財務諸表提出会社である当社のみが行っています。

当社は情報通信機器・装置及び電子応用機器・装置等の開発・研究を行っています。 

 当中間連結会計期間の研究開発費は2億2百万円で売上高の7.4％です。事業部門別の研究開発活動を

示すと次の通りです。 

 

 情報通信部門 

 当中間連結会計期間では主として宅内装置に関し以下の研究開発活動を実施しました。 

 国内関係では新型ビジネスホン電話機の停電電話機開発を完了し市場投入しました。また新型ビジネ

スホンに装着し容易に会話録音が可能な簡易録音装置の開発に着手し、平成17年度下期に市場投入の予

定です。 

 輸出関係ではデジタルボタン電話システムのIP対応関連の機能拡充を行い、平成17年度下期に開発完

了及び市場投入を予定しています。 

 研究開発費の金額は1億6百万円です。 

 

 電子応用部門 

 （1）環境計測装置 

 MDESS（簡易雨量計）関係では従来のアメダスの機能・性能を維持できる小型で廉価なロガーの開発

を進めています。高層気象計測関係では海外向けに保守が容易で廉価なGPS受信機の開発に着手しまし

た。なお、地上局向け自動放球装置（ABL)は気象庁仕様により開発中です。 

 研究開発費の金額は5千万円です。 

 （2）防災システム装置および宇宙機器装置 



 当中間連結会計期間では主として防災システム装置について次の研究開発活動を行いました。

QCAST（気象庁から配信されるナウキャスト情報を元にした緊急地震速報を利用するシステム）のバー

ジョンアップとして津波予告アプリケーションを開発完了しました。家庭向けに同システムの警報ユニ

ットの小型化を検討中です。低消費電力の地震観測テレメータは単体での開発を完了し無線機器等の周

辺機器について検討中です。また新型職員参集装置は開発完了し製品化を図っています。 

 研究開発費の金額は1千6百万円です。 

 （3）特機装置および電子システム装置       

 特機装置ではミリ波を使用したレベル計の水位計への応用に関して検討中です。 

電子システム装置については改良型ゲート開度計のフィールド試験を継続しています。また絶縁監視装

置ではＩgr2型の検出方式装置を開発し販売開始しました。 

 研究開発費の金額は2千9百万円です。 

    



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

   （1）提出会社 

     当中間連結会計期間に以下の生産設備を除却しました。 

 
  

   （２）在外子会社 

     当中間連結会計期間に以下の生産設備を売却しました。 

 
（注） メイセイエレクトリック（マレーシア）Sdn.Bhdは当中間連結会計期間末現在、清算手続中です。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。なお、守谷工場敷地の売却につきましては、

経営上の重要な契約等に記載のとおりです。 

 また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却はありません。 

事業所名 セグメント 設備の内容      帳簿価額（千円）

（所在地） の名称 建物及び 機械装置 土地 その他 合計 従業員数

構築物 及び運搬具 （面積㎡）   （名）

伊勢崎工場 情報通信

（群馬県    - 部門生産 13,798 2,964   - 15,340 32,103 46

伊勢崎市） 設備

セグメント 設備の内容      帳簿価額（千円）

会社名 事業所名 の名称 建物及び 機械装置 土地 その他 合計 従業員数
（所在地） 構築物 及び運搬具 （面積㎡）   （名）

メイセイエレクトリ
ック

（マレーシア）
マレーシ
ア・    - 釦電話 69,885    -    - 15,443 85,328    -

SDN.BHD ペナン 生産設備



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
 (注) 「第一種優先株式につき普通株式への転換があった場合には、これに相当する株式の数を減ずる」旨を定款に

定めています。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
（注）１ 平成17年5月16日開催の取締役会決議により平成17年10月20日付で普通株式1株を1.25株に株式分割しまし

た。これにより株式数は23,253,870株増加し、これにより発行済株式総数は119,807,085株となっていま

す。 

 ２ 第一種優先株式3,537,735株は現物出資による発行です。 

 ３  第一種優先株式の内容については次のとおりです。 

(1) 優先配当金 

① 第一種優先株主又は第一種優先株式の登録質権者に対し、普通株主又は普通株式の登録質権者に先立

ち、それぞれの事業年度ごとに、第一種優先株式１株につき年6.36円の利益配当金を支払う。 

② 累積条項 

当社は、ある事業年度において、第一種優先株主又は第一種優先株式の登録質権者に対して支払う利益

配当金の額が第一種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積し、累積し

た不足額(以下「第一種優先累積未払配当金」という。)については、翌事業年度以降、第一種優先配当

金及び普通株主又は普通株式の登録質権者に対する利益配当金に先立って、これを第一種優先株主に支

払う。 

③ 非参加条項 

当社は、第一種優先株主及び第一種優先株式の登録質権者に対しては、第一種優先配当金を超えて配当

は行わない。 

(2) 残余財産の分配 

当社が残余財産を分配するときは、第一種優先株主及び第一種優先株式の登録質権者は、その有する第一種

優先株式の転換により取得し得べき普通株式の持株数に応じて普通株主及び普通株式の登録質権者と同等の

権利を有するものとする。 

(3) 議決権 

第一種優先株主は、法令に定める場合を除き、当社株主総会において議決権を有しない。 

(4) 株式分割、新株予約権の付与等 

① 第一種優先株式については、株式の併合又は分割を行わない。 

② 第一種優先株主には、株式、新株予約権又は新株予約権付社債の引受権を付与しない。 

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 235,560,000

第一種優先株式 3,540,000

計 239,100,000

種類
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月15日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式
   (注)1

93,015,480 116,269,350
東京証券取引所
(市場第二部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

第一種優先株式 
(注)2

3,537,735 3,537,735 ―
無議決権株式 
(注)3

計 96,553,215 119,807,085 ― ―



(5) 転換予約権 

第一種優先株主は、第一種優先株式の発行に際して取締役会の決議で定める転換請求期間及び転換条件によ

り、第一種優先株式の普通株式への転換を請求することができる。 

(6) 強制転換条項 

平成24年１月27日までに転換請求のなかった第一種優先株式は、その翌日以降に開催される取締役会で定め

る日(以下「強制転換日」という。)をもって、第一種優先株式１株の払込金相当額を強制転換日に先立つそ

れぞれ30取引日、60取引日及び90取引日(終値のない日数を除く。)の株式会社東京証券取引所における当社

の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(円位未満少数第２位まで算出し、その少

数第２位を四捨五入する。)のうち、いずれか低い価額で除して得られる数の普通株式となる。なお、当該

普通株式数の算出に当たって１株に満たない端数が生じたときは、商法に定める株式併合の場合に準じてこ

れを取り扱う。 

(7) 償還 

当社は、いつでも第一種優先株式を１株当り424円に第一種優先累積未払配当金を加算した額で買い入れ、

これを当該買入価格により消却することができる。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
（注）平成17年6月11日の最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、その所

有普通株式1株につき0.6株の割合で新株式を割り当てました。 

 発行価格    1株につき100円 

 失権株の株式数 2,624,520株 

 資本組入額   1株につき50円 

(4) 【大株主の状況】 

① 普通株式 

平成17年９月30日現在 

 
  

② 第一種優先株式 

平成17年９月30日現在 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成17年8月 1日 33,240,480 96,553,215 1,662,024 5,411,898 1,662,024 4,758,472

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

有限会社ディー・エス・エムイ
ンベストメンツラムダ

東京都千代田区丸の内1-8-1 52,720 56.67

大和証券エスエムビーシープリ
ンシパル・インベストメンツ株
式会社

東京都千代田区丸の内1-8-1 17,307 18.60

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海1-8-11 800 0.86

ヒロヨコ山合資会社 福島市五老内町1-13 640 0.68

明星電気従業員持株会 東京都文京区小石川2-5-7 465 0.50

住友生命保険相互会社 東京都中央区晴海1-8-11 428 0.46

有限会社青山物産 福山市王子町1-3-5 414 0.44

立花証券株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-13-14 390 0.41

ニッセイ同和損害保険株式会社 大阪市北区西天満4-15-10 380 0.40

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川2-27-2 376 0.40

計 ― 73,921 79.47

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本電気株式会社 東京都港区芝５―７―１ 3,537 100.0

計 ― 3,537 100.0



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 上記「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株(議決権 7個)含まれて

います。 

２ 単元未満株式には当社所有の自己株式 194株が含まれています。 

３ 第一種優先株式の内容につきましては、「第４提出会社の状況 １株式等の状況 (1) 株式の総数等 ②「発

行済株式」に記載のとおりです。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
第一種優先株式

3,537,735
― (注)３

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 72,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

91,784,000
91,784 同上

単元未満株式
普通株式         

1,159,480
― 同上

発行済株式総数 96,553,215 ― ―

総株主の議決権 ― 91,784 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
明星電気株式会社

東京都文京区小石川２-５-
７

72,000 ― 72,000 0.1

計 ― 72,000 ― 72,000 0.1



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものです。なお、*1 は株主割当増資による権利落後の

株価、*2 は株式分割による権利落後の株価です。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 208 180
195

*1 147 
164

182 
*2 149 

227

最低(円) 180 236
164

*1 138 
140

125 
*2 140 

141



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵

省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。ただし、前中間連結会計期間

（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日 内閣府令第5号）附則第3項のただし書きにより、改正前の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第

38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。ただし、前中間会計期間（平成16年4月1

日から平成16年9月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正す

る内閣府令」（平成16年1月30日 内閣府令第5号）附則第3項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に

基づいて作成しております。  

  

    

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けて

います。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※２ 307,380 827,315 152,551

 ２ 受取手形及び売掛金 ※２ 2,227,163 2,084,459 3,573,992

 ３ たな卸資産 ※２ 3,261,419 3,217,553 2,693,791

 ４ その他 ※６ 91,107 64,476 47,937

   貸倒引当金 △57,676 △52,575 △55,049

   流動資産合計 5,829,394 49.9 6,141,229 53.9 6,413,223 52.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
※１ 
※２

  (1) 建物及び構築物 623,208 494,438 592,214

    減損損失累計額 ― 623,208 176,000 318,438 ― 592,214

  (2) 機械装置 
    及び運搬具

123,330 144,254 111,266

    減損損失累計額 ― 123,330 21,000 123,254 ― 111,266

  (3) 土地 4,542,250 4,416,840 4,521,550

  (4) 建設仮勘定 ― 16,034 34,840

  (5) その他 193,397 172,191 182,028

    減損損失累計額 ― 193,397 12,000 160,191 ― 182,028

      有形固定資産計 5,482,186 47.0 5,034,759 44.2 5,441,899 44.8

 ２ 無形固定資産 158,869 1.4 55,114 0.5 111,811 0.9

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 600 600 600

  (2) 長期貸付金 13,260 11,639 12,352

  (3) その他 217,089 178,990 201,758

    貸倒引当金 △28,713 △28,533 △28,676

      投資その他資産計 202,236 1.7 162,695 1.4 186,033 1.5

   固定資産合計 5,843,292 50.1 5,252,570 46.1 5,739,744 47.2

   資産合計 11,672,687 100.0 11,393,800 100.0 12,152,968 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 1,854,615 1,453,271 2,336,563

 ２ 短期借入金
※２ 
※５

2,425,000 2,386,000 2,620,000

 ３ 未払法人税等 28,638 28,979 44,773

 ４ 製品保証引当金 50,752 58,347 59,574

 ５ 受注損失引当金 ― 78,448 32,741

 ６ 賞与引当金 93,526 6,739 8,862

 ７ 土地売却損失引当金 ― 343,290 ―

 ８ その他 ※６ 483,961 1,093,150 468,936

   流動負債合計 4,936,493 42.3 5,448,226 47.8 5,571,452 45.8

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 3,675,000 1,323,100 3,134,100

 ２ 退職給付引当金 1,203,287 1,151,554 1,281,885

 ３ 再評価に係る 
   繰延税金負債

1,781,686 1,731,773 1,774,379

 ４ その他 34,350 22,100 31,781

固定負債合計 6,694,325 57.3 4,228,529 37.1 6,222,146 51.2

負債合計 11,630,818 99.6 9,676,755 84.9 11,793,599 97.0

(少数株主持分)

  少数株主持分 ― ― ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 3,749,874 32.1 5,411,898 47.5 3,749,874 30.9

Ⅱ 資本剰余金 3,096,448 26.5 4,758,472 41.8 3,096,448 25.5

Ⅲ 利益剰余金 △9,396,665 △80.5 △10,967,688 △96.3 △9,066,800 △74.6

Ⅳ 土地再評価差額金 2,596,997 22.3 2,524,243 22.2 2,586,347 21.3

Ⅴ 自己株式 △4,787 △0.0 △9,881 △0.1 △6,500 △0.1

   資本合計 41,868 0.4 1,717,044 15.1 359,369 3.0

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

11,672,687 100.0 11,393,800 100.0 12,152,968 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 ※３ 3,452,801 100.0 2,738,846 100.0 9,826,323 100.0

Ⅱ 売上原価 2,931,675 84.9 2,519,157 92.0 8,205,627 83.5

  売上総利益 521,126 15.1 219,689 8.0 1,620,696 16.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 659,698 19.1 690,206 25.2 1,279,696 13.0

  営業利益又は 
    営業損失（△）

△138,571 △4.0 △470,517 △17.2 340,999 3.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 230 218 441

 ２ 受取配当金 ― ― 1

 ３ 賃貸料収入 12,381 13,894 24,993

 ４ 為替差益 15,796 12,446 8,670

 ５ その他 8,520 36,928 1.1 7,222 33,780 1.2 14,519 48,626 0.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 103,016 75,799 206,307

 ２ 売上債権売却損 4,967 3,857 14,201

 ３ その他 41,435 149,419 4.3 69,916 149,573 5.4 94,370 314,880 3.2

  経常利益又は 
    経常損失（△）

△251,062 △7.2 △586,310 △21.4 74,746 0.8

Ⅵ 特別損失

 １ 土地売却損 ― ― 5,805

 ２ 事業構造改革費用
※２

― ― ― 1,400,865 1,400,865 51.2 ― 5,805 0.1

   税金等調整前 
   当期純利益又は 
      税金等調整前 
      中間純損失（△）

△251,062 △7.2 △1,987,175 △72.6 68,941 0.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

15,674 18,423 23,771

   法人税等調整額 ― 15,674 0.5 △42,606 △24,183 △0.9 △7,307 16,464 0.2

   当期純利益 
      又は 
      中間純損失（△）

△266,736 △7.7 △1,962,992 △71.7 52,477 0.5

 



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 3,096,448 3,096,448 3,096,448

Ⅱ 資本剰余金増加高

       増資による新株の発行 ― ― 1,662,024 1,662,024 ― ―

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高

3,096,448 4,758,472 3,096,448

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △9,129,928 △9,066,800 △9,129,928

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 ― ― 52,477

   土地再評価差額金取崩額 ― ― 62,103 62,103 10,650 63,127

Ⅲ 利益剰余金減少高

   中間純損失 266,736 266,736 1,962,992 1,962,992 ― ―

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高

△9,396,665 △10,967,688 △9,066,800



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 税金等調整前当期純利益 
   又は 
      税金等調整前中間純損失 
   （△）

△251,062 △1,987,175 68,941

 ２ 減価償却費 125,824 93,310 241,221
 ３ 貸倒引当金の減少額 △89 △2,616 △2,754
 ４ 賞与引当金の減少額 △129,488 △2,123 △214,151
 ５ 製品保証引当金の増加額 
      (減少額△)

4,608 △1,227 13,430

 ６ 受注損失引当金の増加額 ― 45,706 32,741
 ７ 退職給付引当金の増加額 
      (減少額△)

90,482 △130,330 169,079

 ８ 受取利息及び受取配当金 △230 △217 △442
 ９ 支払利息 103,016 75,799 206,307
 10 土地売却損 ― ― 5,805
 11 事業構造改革費用 ― 897,050 ―
 12 売上債権の減少額 1,793,542 1,489,533 446,714
 13 たな卸資産の増加額 △1,202,422 △523,762 △634,794
 14 その他資産の減少額 
   (増加額△)

△40,760 △12,358 18,234

 15 仕入債務の減少額 △657,138 △883,291 △175,190
 16 その他負債の増加額 96,540 121,752 104,923
    小計 △67,178 △819,949 280,064
 17 利息及び配当金の受取額 230 217 442
 18 利息の支払額 △92,496 △100,284 △209,178
 19 事業構造改革による支出 ― △201,717 ―
 20 法人税等の支払額 △24,442 △22,119 △26,419
   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△183,886 △1,143,853 44,910

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得 
   による支出

△28,748 △61,014 △84,315

 ２ 有形固定資産の売却 
   による収入

40,210 87,465 56,028

 ３ 土地売却手付金収入 ― 515,000 ―
 ４ 定期預金の預入による支出 ― △515,000 ―
 ５ 無形固定資産の取得 
   による支出

△9,346 △325 △9,346

 ６ 長期貸付金の回収 
   による収入

908 713 1,817

 ７ その他投資による支出 △17,592 △2,123 △19,117
 ８ その他投資による収入 5,476 1,049 11,301

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△9,092 25,765 △43,631



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 △290,000 280,000 △220,000

 ２ 長期借入金の返済 
   による支出

△400,000 △2,325,000 △815,900

 ３ 新株の発行による収入 ― 3,324,048 ―

 ４ 自己株式の取得による支出 △1,670 △3,380 △3,383

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△691,670 1,275,667 △1,039,283

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

2,716 2,184 1,243

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
         （減少額△）

△881,932 159,764 △1,036,761

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

1,189,313 152,551 1,189,313

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※1 307,380 312,315 152,551



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 当社グループは前連結会計年度

を含め四期連続して当期純損失を

計上し、営業キャッシュ・フロー

は三期連続のマイナスとなってお

ります。当中間連結会計期間も中

間純損失266百万円の計上となっ

ており、純資産額は41百万円（自

己資本比率0.4％）に止まります

と共に営業活動によるキャッシ

ュ・フローは183百万円の資金流

出となりました。当該状況によ

り、当中間連結会計期間末におい

て、当社グループには継続企業の

前提に重要な疑義が存在しており

ますが、当社グループの事業の特

性として、売上高の計上が下半

期、特に会計年度末に集中する傾

向が顕著でありますことから、当

中間連結会計期間の業績は、従前

予想の範囲内でありました。下半

期の見通しにつきましては、気

象・防災関連製品の商談・受注が

堅調でありますこと等から、予定

している業績の達成は可能であり

営業キャッシュ・フローの面にお

いても改善していくものと判断し

ております。 

 これにより当連結会計年度末の

業績及び純資産額は相当程度まで

回復し、継続企業の前提に関する

重要な疑義を解消できるものと判

断しております。 

 中間連結財務諸表は継続企業を

前提として作成されており、この

ような重要な疑義の影響を中間連

結財務諸表には反映しておりませ

ん。

     ―――――  当社グループは、当連結会計年

度は52,477千円の当期純利益とな

りましたが、前連結会計年度まで

四期連続して当期純損失を計上し

ていました。また、営業活動によ

るキャッシュ・フローは当連結会

計年度は44,910千円のプラスとな

りましたが、前連結会計年度まで

三期連続のマイナスでした。並び

に、連結財務諸表提出会社である

当社は、資金調達の一環として、

金融機関4社とシンジケートローン

契約を締結していますが、当連結

会計年度終了時点（平成17年3月31

日）において、当該シンジケート

ローン契約に規定された「借入人

の義務」の一部である、決算期末

において遵守すべき財務数値指標

等を定めた条項を満たしていませ

ん。これらの状況により、今後の

資金繰りへの影響が懸念され、継

続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しています。 

 連結財務諸表提出会社である当

社は、当該状況を解消すべく、重

要な後発事象の注記に記載の通

り、平成17年5月13日開催の取締役

会において、構造改革の実施を決

議するとともに、平成17年5月16日

開催の取締役会において株主割当

による新株式の発行を決議し、併

せて取引金融機関に対し、シンジ

ケートローン契約の当該条項の適

用免除を含む契約変更等を要請い

たしました。 

（1）構造改革の骨子 

 ①現在の二つの生産拠点である

守谷工場（茨城県守谷市）及び伊

勢崎工場（群馬県伊勢崎市）を伊

勢崎工場に統合し、生産性の向上

と合理化を実施する。 

 ②工場統合実施に伴なう保有土

地の売却及びこれによる借入金の

返済を検討することにより財務体

質の改善を図る予定。 

 ③早期退職転職支援制度の実施

による人員及び人件費の削減を行

う。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

  （2）新株式発行による財務内容の

強化 

 平成17年6月11日現在の株主に対

して新株引受権（総額3,586,500千

円）を割り当てた上で、新株引受

の申し込みを行った株主に対し

て、平成17年7月31日を払込期日と

した新株を発行します。 

 なお、シンジケートローン契約

の当該条項の適用免除を含む契約

変更等について、取引金融機関と

の交渉の結果、平成17年6月22日付

けにて主幹事金融機関をはじめと

する取引金融機関から、当該契約

変更等を承諾する旨の通知を受領

しました。また、当社の主要株主

であるデイー・エス・エムインベ

ストメンツラムダ様及び大和証券

エスエムビーシープリンシパル・

インベストメンツ様よりは、支援

姿勢に変わりがない旨の確認を頂

いております。 

 連結財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を連結財務諸

表には反映しておりません。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数   ３社
  連結子会社名
   メイセイエレクトリック(マ

レーシア)SDN.BHD
   メイセイソフト開発㈱
   メイセイエンジニアリング㈱

なお、メイセイエレクトリッ
ク(マレーシア)SDN.BHDにつ
いては、当中間連結会計期間
末現在、清算手続中です。

１ 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数  ３社
  連結子会社名
       同左
   

１ 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数   ３社
  連結子会社名
   メイセイエレクトリック(マ

レーシア)SDN.BHD
   メイセイソフト開発㈱

メイセイエンジニアリング㈱
なお、メイセイエレクトリッ
ク(マレーシア)SDN.BHDにつ
いては、当連結会計期間末現
在、清算手続中です。

(2) 非連結子会社の名称等 
  該当事項はありません。

(2) 非連結子会社の名称等
同左

(2) 非連結子会社の名称等
同左

２ 持分法の適用に関する事項
  該当事項はありません。

２ 持分法の適用に関する事項
同左

２ 持分法の適用に関する事項
同左

３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項

  連結子会社の中間決算日はすべ
て９月30日で、中間連結決算日
と同一です。

３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項

同左

３ 連結子会社の事業年度等に関す
る事項

  連結子会社の決算日はすべて３
月31日で、連結決算日と同一で
す。

４ 会計処理基準に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価
方法

 ① 有価証券
   その他有価証券
    時価のないもの
     移動平均法による原価法

４ 会計処理基準に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価
方法

 ① 有価証券
   その他有価証券
    時価のないもの

同左

４ 会計処理基準に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価
方法

 ① 有価証券
   その他有価証券

時価のないもの
同左

 ② デリバティブ
   時価法

 ② デリバティブ
同左

 ② デリバティブ
同左

 ③ たな卸資産
   主として先入先出法による原

価法を採用しています。

 ③ たな卸資産
同左

 ③ たな卸資産
同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却
の方法

 ① 有形固定資産
   当社及び国内連結子会社は主

として定率法（ただし、平成
10年4月1日以降取得した建物
（建物付属設備を除く）につ
いては、定額法）を採用し、
在外連結子会社は主として定
額法を採用しています。

   なお、耐用年数及び残存価額
については、法人税法に規定
する方法と同一の基準により
ます。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却
の方法

 ① 有形固定資産
   定率法によります。
   ただし、平成10年4月1日以降

取得した建物（建物付属設備
を除く）については、定額法
を採用しています。なお、主
な耐用年数は以下のとおりで
す。 
建物及び構築物 10～23年 
機械装置       7年 
工具器具備品   4～10年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却
の方法

 ① 有形固定資産
同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 ② 無形固定資産
定額法によります。 
なお、自社利用のソフトウェ
アについては社内における利
用可能期間（５年）に基づく
定額法により、市場販売目的
のソフトウェアについては見
込販売数量に基づく方法によ
ります。また、在外の連結子
会社は定額法を採用していま
す。

 ② 無形固定資産
同左

 ② 無形固定資産
同左

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に債権の回収可能性を

勘案して、回収不能見込額を

計上しています。

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

同左

 ② 製品保証引当金

   中間決算日以降に発生する無

償保証期間中の修理費に充て

るため、製品の売上高に対す

る無償修理発生額の実績割合

を基準として計上していま

す。

 ② 製品保証引当金

同左

 ② 製品保証引当金

翌期以降に発生する無償保証

期間中の修理費に充てるた

め、製品の売上高に対する無

償修理発生額の実績割合を基

準として計上しています。

 ③ 受注損失引当金   

      ――――

  ③ 受注損失引当金   

      受注プロジェクトの損失に備

えるため、進行中のプロジェ

クトのうち、損失が発生する

と見込まれ、かつ、当中間連

結会計年度末時点で当該損失

額を合理的に見積もることが

可能なプロジェクトについ

て、中間決算日以降の損失見

積り額を引当計上していま

す。

 ③ 受注損失引当金   

      受注プロジェクトの損失に備

えるため、進行中のプロジェ

クトのうち、損失が発生する

と見込まれ、かつ、当連結会

計年度末時点で当該損失額を

合理的に見積もることが可能

なプロジェクトについて、翌

連結会計年度以降の損失見積

り額を引当計上しています。 

（追加情報） 

当連結会計年度末において、

当連結会計年度末の受注プロ

ジェクトを精査した結果、損

失が確実視されるプロジェク

トが新たに発生したため、翌

連結会計年度以降に発生が見

込まれる損失を引当計上して

います。この結果、経常利益

および当期純利益がそれぞれ

32,741千円減少しています。

  ④  賞与引当金   

   従業員に対して支給する賞与

の支払に充てるため、支給見

込額に基づき計上していま

す。 

  ④ 賞与引当金   

      同左

  ④ 賞与引当金   

     同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 ⑤ 土地売却損失引当金 

    ―――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑤ 土地売却損失引当金 

事業構造改革を目的とした、

守谷工場（茨城県守谷市）の

伊勢崎工場（群馬県伊勢崎

市）への移転・統合に伴い、

守谷工場の敷地について土地

売買契約が平成17年7月13日

付で締結されたことから、当

該敷地のうち（財）民間都市

開発推進機構からの賃借分に

ついて、今後買戻しおよび売

却によって発生が見込まれる

損失に備えるため、損失見込

額を計上しています。 

 

 ⑤ 土地売却損失引当金 

     ―――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑥ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しています。なお、会計基準

変更時差異(2,925百万円、但

し、大量退職に伴う一時処理

額814百万円については第89

期に特別損失として計上)に

ついては、15年による均等額

を費用処理しています。数理

計算上の差異については、各

連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとし

ています

  ⑥ 退職給付引当金

     従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しています。なお、会計基準

変更時差異(2,925百万円、但

し、大量退職に伴う一時処理

額814百万円については第89

期に特別損失として計上し、

当中間連結会計期間において

は早期退職制度実施に伴なう

一時処理額293百万円を特別

損失に計上している。)につ

いては、15年による均等額を

費用処理しています。 

数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしてい

ます。なお、当中間連結会計

期間においては、早期退職制

度実施による一時処理額107

百万円を特別損失に計上して

います。     

  ⑥ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、計上して

います。なお、会計基準変更

時差異(2,925百万円、但し、

大量退職に伴う一時処理額

814百万円については第89期

に特別損失として計上)につ

いては、15年による均等額を

費用処理しています。数理計

算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用

処理することとしています



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決

算期末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しています。なお、

在外子会社等の資産及び負債並

びに収益及び費用は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に

換算しています。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準

同左

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理しています。なお、在外

子会社等の資産及び負債並びに

収益及び費用は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算

しています。

(5) 重要なリース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理により

ます。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   (ヘッジ手段)

    金利スワップ取引

   (ヘッジ対象)

    借入金の利息

 ③ ヘッジ方針

   借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取

引を行っており、ヘッジ対象

の識別は個別契約毎に行って

います。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③ ヘッジ方針

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計とヘッジ手段

のキャッシュ・フロー変動の

累計との比較(比率分析)によ

ります。

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

(7) 消費税等の会計処理

  税抜方式によります。

(7) 消費税等の会計処理

同左

(7) 消費税等の会計処理

同左



  

 
  

会計処理の変更 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

  中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資

からなります。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資から

なります。

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

     ――――――

（固定資産の減損に係る会計基準）

      当中間連結会計期間から

「固定資産の減損に係る会計

基準」（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会

平成14年8月9日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第6

号）を適用しております。 

 これにより、税金等調整前

中間純損失が313,710千円、

中間純損失は271,103千円、

それぞれ増加しております。

なお、減損損失累計額につい

ては、改正後の中間連結財務

諸表規則に基づき、土地につ

いては当該資産の金額から直

接控除し、減価償却資産につ

いては、間接控除形式によ

り、減損損失累計額の科目を

もって表示しております。

     ――――――



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

4,843,407千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

4,595,818千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

4,866,522千円

※２ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次の

とおりです。

 (1) 工場財団
建物及び 
構築物

453,602千円

機械装置及び 
運搬具

113,113千円

土地 3,433,250千円

その他 86,095千円

  計 4,086,062千円

※２ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次の

とおりです。

 (1) 工場財団
建物及び
構築物

235,776千円

機械装置及び
運搬具

114,624千円

土地 3,223,830千円

その他 80,756千円

  計 3,654,987千円

※２ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次の

とおりです。

 (1) 工場財団
建物及び
構築物

430,880千円

機械装置及び 
運搬具

99,869千円

土地 3,433,250千円

その他 88,573千円

  計 4,052,573千円

 (2) 工場財団組入れ外の建物及び

土地
建物及び 
構築物

73,496千円

土地 1,107,600千円

  計 1,181,096千円

 (2) 工場財団組入れ外の建物及び

土地
建物及び
構築物

68,307千円

土地 1,086,900千円

  計 1,155,207千円

 (2) 工場財団組入れ外の建物及び

土地
建物及び
構築物

70,433千円

土地 1,086,900千円

  計 1,157,333千円

 (3) 売掛金     387,871千円  (3) 売掛金     306,532千円   (3) 売掛金       730,649千円

 (4) たな卸資産  3,185,860千円  (4) たな卸資産  3,082,984千円  (4) たな卸資産   2,613,263千円
  (5) 定期預金     515,000千円

   上記に対応する債務

短期借入金 2,405,000千円

長期借入金 3,675,000千円

  計 6,080,000千円

   上記に対応する債務

短期借入金 2,386,000千円

長期借入金 1,323,100千円

  計 3,709,100千円

   上記に対応する債務

短期借入金 2,620,000千円

長期借入金 3,134,100千円

  計 5,754,100千円

 ３ 保証債務
従業員の 
銀行借入金

2,359千円

 ３ 保証債務
従業員の
銀行借入金

1,410千円

 ３ 保証債務
従業員の
銀行借入金

1,729千円

 ４ 受取手形割引高 40,185千円  ４ 受取手形割引高   30,241千円  ４ 受取手形割引高 200,874千円

※５ 当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引

銀行１行と貸出コミットメン

ト契約を締結しています。

   当中間連結会計期間末におけ

る貸出コミットメントに係る

借入金未実行残高等は次のと

おりです。

   貸出コミットメントの総額

2,000,000千円

貸出実行残高 1,480,000千円

差引額 520,000千円

※５ 当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引

銀行１行と貸出コミットメン

ト契約を締結しています。

   当中間連結会計期間末におけ

る貸出コミットメントに係る

借入金未実行残高等は次のと

おりです。

   貸出コミットメントの総額

2,000,000千円

貸出実行残高 50,000千円

差引額 1,950,000千円

※５ 当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引

銀行１行と貸出コミットメン

ト契約を締結しています。

   当連結会計年度末における貸

出コミットメントに係る借入

金未実行残高等は次のとおり

です。

   貸出コミットメントの総額

2,000,000千円

貸出実行残高 1,570,000千円

差引額 430,000千円

※６ 消費税等

未収消費税等は流動資産のそ

の他に、未払消費税等は流動

負債のその他にそれぞれ含め

て表示しています。

※６ 消費税等

未払消費税等は流動負債のそ

の他に含めて表示していま

す。

※６    ―――――



(中間連結損益計算書関係) 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりです。

従業員給与 

諸手当
222,241千円

法定福利費 37,446千円
賞与引当金 
繰入額

18,357千円

退職給付費用 45,015千円
製品保証引当金 
繰入額

38,564千円

減価償却費 2,233千円
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりです。

従業員給与 

諸手当
245,223千円

法定福利費 37,377千円

退職給付費用 57,783千円

減価償却費 2,779千円

製品保証引当金

繰入額
21,751千円

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりです。

役員報酬 87,187千円
従業員給与
諸手当

546,042千円

退職給付費用 90,297千円
製品保証引当金 
繰入額

59,574千円

賃借料 119,246千円

減価償却費 6,068千円

 ※２   ――――――――  
 
 
 
 
 

 ※２ 事業構造改革費用
 
     事業構造改革費用の主な内訳 
       増資・リファイナンス費用 
                      42,253千円 
       工場移転関連費用 
                     110,275千円 
       土地売却損失引当金繰入額 
                     343,290千円 
       早期退職制度による割増退職金 
                      55,000千円 
       未認識会計基準変更時差異償却 
                     293,625千円 
       未認識数理計算上の差異償却 
                     107,086千円 
       棚卸資産廃棄損   
         仕掛品       54,856千円 
         製 品         41,847千円 
       減損損失 
                     313,710千円 
       固定資産除却損 
                      32,103千円 
       その他 
                       6,817千円 

 
      なお、上記の減損損失は、平

成17年5月13日開催の取締役会

において、守谷工場（茨城県守

谷市）の伊勢崎工場（群馬県伊

勢崎市）への移転・統合を含む

事業構造改革の実施が決議され

たことに伴い、守谷工場の減価

償却資産および土地のうち自己

保有分について、帳簿価額を回

収可能額まで減額し、特別損失

に計上したものであります。そ

の内訳は、建物156,000千円、

構築物20,000千円、機械装置

21,000 千 円、工 具 器 具 備 品

12,000千円、土地104,710千円

であります。 

  当該資産の回収可能額は、正

味売却価格により測定してお

り、土地については、平成17年

7月13日付で締結された土地売

買契約書に基づく売却代金か

ら、今後発生が見込まれる売却

費用見込額を控除することによ

り評価しています。 

※２   ――――――――  
 
 
 
 



  

 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

※３ 売上高の著しい季節的変動

   当社グループの売上高は、通

常の営業の形態として、上半

期に比べ下半期に納期を迎え

る受注の割合が大きいため、

連結会計年度の上半期の売上

高と下半期の売上高との間に

著しい相違があり、上半期と

下半期の業績に季節的変動が

あります。

※３ 売上高の著しい季節的変動

同左

※３ ―――――――― 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

現金及び預金勘定 307,380千円

担保差入定期預金 ―

現金及び 
現金同等物

307,380千円

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

現金及び預金勘定 827,315千円

担保差入定期預金 △515,000千円

現金及び 
現金同等物

312,315千円

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 152,551千円

担保差入定期預金 ―

現金及び
現金同等物

152,551千円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額
機械装置及

び運搬具 

(千円)

工具・器
具・備品 
(千円)

取得価額 
相当額

305,896 349,971

減価償却 
累計額 
相当額

216,582 201,518

中間期末 
残高 
相当額

89,314 148,452

その他 
(千円)

合計 
(千円)

取得価額 
相当額

181,047 836,914

減価償却 
累計額 
相当額

74,222 492,323

中間期末 
残高 
相当額

106,825 344,591

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額
機械装置及

び運搬具 

(千円)

工具・器
具・備品
(千円)

取得価額 
相当額

178,875 255,638

減価償却 
累計額 
相当額

137,147 130,934

中間期末 
残高 
相当額

41,727 124,704

その他 
(千円)

合計 
(千円)

取得価額 
相当額

153,782 588,296

減価償却 
累計額 
相当額

79,961 348,043

中間期末 
残高 
相当額

73,821 240,252

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額
機械装置及

び運搬具 

(千円)

工具・器
具・備品 
(千円)

取得価額 
相当額

305,896 302,615

減価償却 
累計額 
相当額

242,139 187,234

期末 
残高 
相当額

63,756 115,380

その他 
(千円)

合計 
(千円)

取得価額 
相当額

153,782 762,295

減価償却 
累計額 
相当額

64,432 493,807

期末 
残高 
相当額

89,350 268,487

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 140,385千円

１年超 214,923千円

合計 355,309千円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 110,365千円

１年超 138,149千円

合計 248,515千円

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 116,652千円

１年超 161,223千円

合計 227,876千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 121,810千円

減価償却費 
相当額

113,066千円

支払利息相当額 9,703千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 67,544千円

減価償却費
相当額

62,622千円

支払利息相当額 3,793千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 204,103千円

減価償却費
相当額

189,169千円

支払利息相当額 14,373千円

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

 ・減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よります。

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

 ・減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

 ・減価償却費相当額の算定方法

同左

 ・利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

ります。

 ・利息相当額の算定方法

同左

 ・利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末) 

１ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

(当中間連結会計期間末) 

１ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

(前連結会計年度末) 

１ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間末) 

ヘッジ会計を適用していますので、開示の対象から除いています。 

(当中間連結会計期間末) 

ヘッジ会計を適用していますので、開示の対象から除いています。 

(前連結会計年度末) 

ヘッジ会計を適用していますので、開示の対象から除いています。 

  

内容 中間連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

① 非上場株式 600

計 600

内容 中間連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

① 非上場株式 600

計 600

内容 連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

① 非上場株式 600

計 600



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、当社グループは通信、電

子、電気計測、情報処理等の機器・装置を製造販売する通信機エレクトロニクスメーカーとして、単一

の事業分野で営業活動を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合

計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略して

います。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、親会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額(連結会社間の内部

売上高を除く)です。 

２ 国又は地域の区分方法           地理的近接度 

３ 各区分に属する主な国又は地域  北米   米国、カナダ 

                  アジア  中国、台湾、韓国、マレーシア 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、親会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額(連結会社間の内部

売上高を除く)です。 

２ 国又は地域の区分方法           地理的近接度 

３ 各区分に属する主な国又は地域  北米   米国、カナダ 

                  アジア  中国、台湾、韓国、マレーシア 

  

北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 221,909 62,665 29,201 313,776

Ⅱ 連結売上高(千円) 3,452,801

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

6.4 1.8 0.9 9.1

北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 17,170 75,255 11,739 104,165

Ⅱ 連結売上高(千円) 2,738,846

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

0.6 2.8 0.4 3.8



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、親会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額(連結会社間の内部

売上高を除く)です。 

２ 国又は地域の区分方法           地理的近接度 

３ 各区分に属する主な国又は地域  北米   米国、カナダ 

                  アジア  中国、台湾、韓国、マレーシア 

  

北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 502,469 147,718 90,267 740,455

Ⅱ 連結売上高(千円) 9,826,323

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

5.1 1.5 0.9
7.5 



(１株当たり情報) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 △0.21円 １株当たり純資産額 16.13円 １株当たり純資産額 4.36円

１株当たり中間純損失 4.65円 １株当たり中間純損失 27.88円 １株当たり当期純利益 0.50円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、１株当たり中

間純損失であるため記載していませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、１株当たり中

間純損失であるため記載していませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないた

め記載していません。

１株当たり中間純損失の算定上の基

礎

中間連結損益計算書上の中間純損失

266,736千円

普通株式に係る中間純損失

277,986千円

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳

 優先配当額

普通株主に帰属しない金額

11,249千円

普通株式の期中平均株式数

59,737,972株

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要

 転換予約権付株式(第一種優先株

式)

 潜在株式の数    7,075,470株

１株当たり中間純損失の算定上の基

礎

中間連結損益計算書上の中間純損失

1,962,992千円

普通株式に係る中間純損失

1,974,242千円

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳

 優先配当額

普通株主に帰属しない金額

11,249千円

普通株式の期中平均株式数

70,796,154株

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要

 転換予約権付株式(第一種優先株

式)

潜在株式の数    8,620,687株

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎

連結損益計算書上の当期純利益

52,477千円

普通株式に係る当期純利益

29,977千円

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳

 優先配当額

普通株主に帰属しない金額

22,499千円

普通株式の期中平均株式数

59,733,121株

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要

 転換予約権付株式(第一種優先株

式)

潜在株式の数    7,075,470株



(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

      ――――― 当社は、平成17年5月16日開催の
取締役会において、株式の流動性
拡大を図るため株式分割を行う旨
決議しております。当該株式分割
の内容は、下記のとおりです。

1 平成17年10月20日付をもっ

て、当社普通株式1株を1.25株

に分割する。分割の方法は、平

成17年8月31日最終の株主名簿

及び実質株主名簿に記載または

記録された株主の所有株式数

（株主割当による発行新株式数

のうち、同日までに払込の確認

ができたものを含む。）を、1

株につき1.25株の割合をもって

分割する。

2 分割により増加する株式数  

普通株式23,253,870株 

3 配当起算日 平成17年4月1日

前期首に当該株式分割が行わ

れたと仮定した場合における

（1株当たり情報）の各数値は

それぞれ以下のとおりです。

当社は平成17年5月13日開催の取
締役会において、コスト削減によ
る収益力の向上を目的として構造
改革の実施を決議するとともに、
財務内容の強化を目的として、平
成17年5月16日開催の取締役会に
おいて株主割当による新株式の発
行を決議しました。その主な内容
は以下のとおりです。

１．構造改革の主な内容 

 （1）工場統合の実施による生産性

向上・合理化の実施 

 現在の生産拠点は、守谷工

場(茨城県守谷市)及び伊勢崎

工場(群馬県伊勢崎市)の2箇

所に分かれていますが、守谷

工場を伊勢崎工場に統合し、

生産性向上を図ります。平成

17年12月までの統合完了を予

定しています。なお、これに

伴い、翌連結会計年度におい

て守谷工場の固定資産の除却

損252,000千円が発生する予

定です。

1 当中間連結会計期間 

（自 平成17年4月 1日） 

 至 平成17年9月30日） 

1株当たり純資産額   

                    13.12円 

1株当たり中間純利益 

                  △22.30円 

潜在株式調整後1株当たり中間 

純利益                ― 円

2 前中間連結会計期間 

（自 平成16年4月 1日） 

 至 平成16年9月30日） 

1株当たり純資産額   

                   △0.17円 

1株当たり中間純利益 

                  △3.72円 

潜在株式調整後1株当たり中間 

純利益                ― 円

3 前連結会計年度 

（自 平成16年4月 1日） 

 至 平成17年3月31日） 

1株当たり純資産額     

                     3.57円 

1株当たり当期純利益  

                     0.40円 

潜在株式調整後1株当たり当期

純利益                 

                      ― 円

   （2）工場統合実施に伴う保有土地

の売却による財務体質の改善

 工場統合実施に伴い、守谷

工場敷地の売却及びこれによ

る売却収入を借入金の返済に

充当し財務体質の改善を図る

ことを検討しています。売却

先については、大和ハウス工

業㈱を相手先として交渉中で

あり、譲渡金額についても現

在交渉を行っています。 

   

   連結貸借対照表に計上され

ている守谷工場敷地の概要

１、所在地 

  茨城県守谷市百合ヶ丘

    3丁目字向原 249番1

       〃  字柳作2844番1

       〃  字柳作2855番1

       〃  字柳作2856番1

２、敷地面積 

    27,147.93平方メート 

    ル 

３、帳簿価額 

    1,954百万円



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

    （注）潜在株式調整後1株当

たり中間（当期）純利益は、

当中間連結会計期間及び前中

間連結会計期間については1株

当たり中間純損失が計上され

ていますので記載していませ

ん。前連結会計年度について

は希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載

していません。 

 なお、守谷工場には、上記

の自社所有の敷地以外に、

（財）民間都市開発推進機

構から賃借している敷地

（敷地面積：43,792.56平方

メートル）があります。こ

の賃借している敷地は、平

成10年3月27日に（財）民間

都市開発推進機構へ守谷工

場敷地の一部を3,052,000千

円で売却したものであり、

その後も引き続き工場用敷

地として（財）民間都市開

発推進機構から賃借してい

ますが、これについても買

戻すことを前提に、自社所

有分とあわせて売却を行う

ことを検討しています。

 （3）早期退職転職支援制度の実施

による人員及び人件費の削減

 平成17年7月11日から同7月

15日を申込期間とし満45才以

上の社員を対象に募集し、55

人の応募を予定しています。

早期退職に伴う特別損失は、

翌連結会計年度において

465,000千円を見込んでお

り、人件費の削減額(年間ベ

ース)は357,000千円を見込ん

でいます。

２．株主割当による新株式の発行

    (1) 発行新株式数 

普通株式  35,865,000株

    (2) 割当方法 

 平成17年6月11日（土曜

日）の最終の株主名簿および

実質株主名簿に記載又は記録

された株主に対してその所有

普通株式1株につき0.6株の割

合で新株式を割り当てる。た

だし、割当の結果生じる1株

未満の端数は、これを切り捨

てる。 

    (3) 発行価額  

1株につき金100円 

    (4) 発行価額の総額 

3,586,500,000円 

    (5) 資本組入額  

1株につき金50円 

    (6) 払込金額  

1株につき金100円



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

    (7) 申込証拠金  

1株につき金100円とし、払込

期日に新株式払込金に振替充

当する。ただし、申込証拠金

には利息をつけない。 

    (8) 申込方法  

株式申込証に申込証拠金を添

えて、申込期間内に申込取扱

場所に申込む。 

    (9) 申込期間  

平成17年6月29日（水曜日）

から平成17年7月19日（火曜

日）まで 

   (10) 払込期日  

平成17年7月31日（日曜日） 

   (11) 新株引受権の譲渡  

株主は、当社の発行する新株

引受権証書により、新株引受

権を譲渡することができる。 

   (12) 新株引受権証書の発行および

その請求期間  

新株引受権証書は株主の請求

があるときに限り、株式申込

証と引換えに発行する。ただ

し、その請求期間は平成17年

6月30日（木曜日）から平成

17年7月15日（金曜日）まで

とする。 

   (13) 配当起算日  

平成17年4月1日

   (14) 申込期日 

（平成17年7月19日）までに

お申込のないときは、新株引

受権を失います。 

   (15) 引受けのない失権株式につ 

いては、募集を打ち切り再募

集はいたしません。 

   (16) 前記各号については、証券 

取引法による届出の効力発生

を条件とする。

   (17) 今回の株主割当てによる手取

概算額 3,566,500千円につい

ては、自己資本の充実および

工場統合や早期退職転職支援

制度の実施等の構造改革のた

めの事業資金に充当する予定

であります。 



  

 
  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

３．株式分割   

    (1) 株式分割の目的 

上記株主割当の申込みの結

果、株主が取得することにな

る単元未満株式を整理し、株

式の流動性の拡大を図るた

め。 

    (2) 平成17年10月20日（木）付 

をもって、次のとおり普通株

式1株を1.25株に分割する。 

      ① 分割により増加する株式数 

当社普通株式とし、平成17年

8月31日（水）の最終の発行

済株式総数(上記「2.株主割

当による新株式の発行」に記

載された発行新株式数のうち

同日までに払込の確認ができ

たものを含む。)に0.25を乗

じた株式数とする。ただし、

計算の結果1株未満の端数株

式が生じた場合にはこれを切

り捨てる。 

   ② 分割の方法 

平成17年8月31（水）最終の

株主名簿及び実質株主名簿に

記載又は記録された株主の所

有株式数（上記「2．株主割

当による新株式の発行」に記

載された発行新株式数のう

ち、同日までに払込の確認が

できたものを含む。）を、1

株につき1.25株の割合をもっ

て分割する。ただし、分割の

結果生じる１株未満の端数株

式は、これを一括売却し、そ

の処分代金を端数の生じた株

主に対し、その端数に応じて

分配する。

 (3) 配当起算日 

平成17年4月１日（金） 

その他、この株式分割に必要

な事項は、今後の取締役会に

おいて決定する。



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※１ 213,298 644,913 57,612

 ２ 受取手形 163,228 129,471 85,800

 ３ 売掛金 ※１ 2,052,140 1,942,201 3,474,291

 ４ たな卸資産 ※１ 3,263,161 3,220,266 2,694,818

 ５ その他 ※３ 100,484 69,034 54,711

   貸倒引当金 △57,606 △52,499 △54,970

   流動資産合計 5,734,706 49.0 5,953,387 52.2 6,312,264 51.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
※１ 
※２

  (1) 建物 510,793 457,601 486,583

    減損損失累計額          － 510,793 156,000 301,601          － 486,583

  (2) 機械及び装置 122,243 143,227 110,221

    減損損失累計額          － 122,243 21,000 122,227          － 110,221

  (3) 工具・器具・備品 193,206 171,450 181,510

    減損損失累計額          － 193,206 12,000 159,450          － 181,510

  (4) 土地 4,542,250 4,416,840 4,521,550

  (5) その他 43,526 53,898 75,198

    減損損失累計額          － 43,526 20,000 33,898          － 75,198

   有形固定資産合計 5,412,019 46.3 5,034,017 44.1 5,375,063 44.2

 ２ 無形固定資産 143,531 1.2 54,723 0.5 96,953 0.8

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 600 600 600

  (2) 長期前払費用 102,782 76,648 90,060

  (3) その他 332,444 317,964 328,926

    貸倒引当金 △28,713 △28,533 △28,676

   投資その他の資産 
   合計

407,113 3.5 366,679 3.2 390,910 3.2

   固定資産合計 5,962,664 51.0 5,455,420 47.8 5,862,928 48.2

   資産合計 11,697,371 100.0 11,408,808 100.0 12,175,192 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 734,127 546,029 961,692

 ２ 買掛金 1,217,580 981,014 1,431,366

 ３ 短期借入金
※１
※６

2,405,000 2,386,000 2,620,000

 ４ 製品保証引当金 50,752 58,347 59,574

 ５ 受注損失引当金 ― 78,448 32,741

 ６ 賞与引当金 76,555 ― ―

 ７ 土地売却損失引当金 ― 343,290 ―

 ８ その他 516,267 1,114,612 521,612

   流動負債合計 5,000,283 42.7 5,507,741 48.3 5,626,986 46.2

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※１ 3,675,000 1,323,100 3,134,100

 ２ 退職給付引当金 1,183,931 1,138,793 1,265,429

 ３ 再評価に係る 
   繰延税金負債

1,781,686 1,731,773 1,774,379

 ４ その他 34,350 22,100 31,781

   固定負債合計 6,674,969 57.1 4,215,768 36.9 6,205,690 51.0

   負債合計 11,675,252 99.8 9,723,509 85.2 11,832,677 97.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 3,749,874 32.0 5,411,898 47.4 3,749,874 30.8

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 3,096,448 4,758,472 3,096,448

   資本剰余金合計 3,096,448 26.5 4,758,472 41.7 3,096,448 25.4

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 140,800 140,800 140,800

 ２ 中間(当期) 
   未処理損失

9,557,214 11,140,233 9,224,453

   利益剰余金合計 △9,416,414 △80.5 △10,999,433 △96.4 △9,083,653 △74.6

Ⅳ 土地再評価差額金 2,596,997 22.2 2,524,243 22.1 2,586,347 21.3

Ⅴ 自己株式 △4,787 △0.0 △9,881 △0.0 △6,500 △0.1

   資本合計 22,118 0.2 1,685,299 14.8 342,515 2.8

   負債資本合計 11,697,371 100.0 11,408,808 100.0 12,175,192 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 ※１ 3,400,177 100.0 2,688,687 100.0 9,711,981 100.0

Ⅱ 売上原価 2,897,988 85.2 2,493,475 92.7 8,122,057 83.6

   売上総利益 502,189 14.8 195,211 7.3 1,589,923 16.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 651,324 19.2 683,347 25.4 1,263,503 13.0

   営業利益又は 
   営業損失(△)

△149,134 △4.4 △488,135 △18.1 326,419 3.4

Ⅳ 営業外収益 ※２ 21,349 0.6 24,633 0.9 40,761 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※３ 144,362 4.2 145,037 5.4 307,770 3.2

   経常利益又は 
   経常損失(△)

△272,147 △8.0 △608,538 △22.6 59,410 0.6

Ⅵ 特別損失 ※４ ― ― 1,400,865 52.1 5,805 0.1

   税引前当期純利益 
   又は 
   税引前中間純損失 
   （△）

△272,147 △8.0 △2,009,404 △74.7 53,605 0.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

10,676 11,086 21,625

   法人税等調整額 ― 10,676 0.3 △42,606 △31,520 △1.1 △7,307 14,318 0.1

   当期純利益 
   又は 
   中間純損失（△）

△282,823 △8.3 △1,977,883 △73.6 39,287 0.4

   前期繰越損失 9,274,391 9,224,453 9,274,391

   土地再評価差額金 
   取崩額

― 62,103 10,650

   中間(当期)未処理 
   損失

9,557,214 11,140,233 9,224,453



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 当社は前事業年度を含め四期連

続して当期純損失を計上しており

ます。当中間会計期間も中間純損

失282百万円の計上となっており、

純資産額は22百万円（自己資本比

率0.2％）に止まりました。当該状

況により、当中間会計期間末にお

いて、当社には継続企業の前提に

重要な疑義が存在しております

が、当社の事業の特性から、売上

高の計上は下半期、特に事業年度

末に集中する傾向が顕著でありま

すことから、当中間会計期間の業

績は、従前予想の範囲内でありま

した。下半期の見通しにつきまし

ては気象・防災関連製品の商談・

受注が堅調でありますこと等か

ら、予定している業績の達成は可

能であり営業キャッシュ・フロー

の面においても改善していくもの

と判断しております。 

 これにより当事業年度末の業績

及び純資産額は相当程度まで回復

し、継続企業の前提に関する重要

な疑義を解消できるものと判断し

ております。 

 中間財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を中間財務諸

表には反映しておりません。

     ―――――    当社は、当事業年度は39,287千

円の当期純利益となりましたが、

前事業年度まで四期連続して当期

純損失を計上していました。ま

た、当社は、資金調達の一環とし

て、金融機関4社とシンジケートロ

ーン契約を締結していますが、当

事業年度終了時点（平成17年3月31

日）において、当該シンジケート

ローン契約に規定された「借入人

の義務」の一部である、決算期末

において遵守すべき財務数値指標

等を定めた条項を満たしていませ

ん。これらの状況により、今後の

資金繰りへの影響が懸念され、継

続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しています。 

 当社は、当該状況を解消すべ

く、重要な後発事象の注記に記載

の通り平成17年5月13日開催の取締

役会において、構造改革の実施を

決議するとともに、平成17年5月16

日開催の取締役会において株主割

当による新株式の発行を決議し、

併せて取引金融機関に対し、シン

ジケートローン契約の当該条項の

適用免除を含む契約変更等を要請

いたしました。 

（1）構造改革の骨子 

 ①現在の二つの生産拠点である

守谷工場（茨城県守谷市）及び伊

勢崎工場（群馬県伊勢崎市）を伊

勢崎工場に統合し、生産性の向上

と合理化を実施する。 

 ②工場統合実施に伴う保有土地

の売却及びこれによる借入金の返

済を検討することにより財務体質

の改善を図る予定。 

 ③早期退職転職支援制度の実施

による人員及び人件費の削減を行

う。 



  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

（2）新株式発行による財務内容の

強化 

 平成17年6月11日現在の株主に対

して新株引受権（総額3,586,500千

円）を割り当てた上で、新株引受

の申し込みを行なった株主に対し

て、平成17年7月31日を払込期日と

した新株を発行します。 

 なお、シンジケートローン契約

の当該条項の適用免除を含む契約

変更等について、取引金融機関と

の交渉の結果、平成17年6月22日付

けにて主幹事金融機関をはじめと

する取引金融機関から、当該契約

変更等を承諾する旨の通知を受領

しました。また、当社の主要株主

であるデイー・エス・エムインベ

ストメンツラムダ様及び大和証券

エスエムビーシープリンシパル・

インベストメンツ様よりは、支援

姿勢に変わりがない旨の確認を頂

いております。 

 財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、このような重

要な疑義の影響を財務諸表には反

映しておりません。 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) たな卸資産

  ① 評価基準

    原価法

  ② 評価方法

(イ) 製品

個別法又は先入先出法

(ロ) 仕掛品

個別法又は先入先出法

(ハ) 原材料

先入先出法

(ニ) 貯蔵品

最終仕入原価法

 (1) たな卸資産

同左

 (1) たな卸資産

同左

 (2) 有価証券 

  ① 子会社株式 

    移動平均法による原価法

 (2) 有価証券

       同左

 (2) 有価証券

       同左

  ② その他有価証券 

    時価のないもの
     移動平均法による原価法

  

  

  

 (3) デリバティブ 

   時価法

 (3) デリバティブ

同左

 (3) デリバティブ

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法によります。なお、耐

用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によります。但

し、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備は

除く)については、定額法を

採用しています。

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

      定率法によります。 

但し、平成10年4月1日以降取

得した建物（建物付属設備は

除く）については、定額法を

採用しています。なお、主な

耐用年数は以下のとおりで

す。 

建物及び構築物10～23年 

機械装置      7年  

工具器具備品  4～10年 

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

   定額法によります。なお、自

社利用のソフトウェアについ

ては社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法によ

り、市場販売目的のソフトウ

ェアについては見込販売数量

に基づく方法によります。

 (2) 無形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間

決算期末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額

は損益として処理していま

す。

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

同左

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処

理しています。

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に債権の回収可能性を

勘案して、回収不能見込額を

計上しています。

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

 (2) 製品保証引当金

   中間決算日以降に発生する無

償保証期間中の修理費に充て

るため、製品の売上高に対す

る無償修理発生額の実績割合

を基準として計上していま

す。

 (2) 製品保証引当金

同左

 (2) 製品保証引当金

翌期以降に発生する無償保証

期間中の修理費に充てるた

め、製品の売上高に対する無

償修理発生額の実績割合を基

準として計上しています。

 （3）受注損失引当金 

    ―――― 

 （3）受注損失引当金

受注プロジェクトの損失に備

えるため、進行中のプロジェ

クトのうち、損失が発生する

と見込まれ、かつ、当中間会

計期間末時点で当該損失額を

合理的に見積ることが可能な

プロジェクトについて、中間

決算日以降の損失見積額を引

当計上しています。 

 （3）受注損失引当金 

受注プロジェクトの損失に備

えるため、進行中のプロジェ

クトのうち、損失が発生する

と見込まれ、かつ、当事業年

度末時点で当該損失額を合理

的に見積ることが可能なプロ

ジェクトについて、翌事業年

度以降の損失見積額を引当計

上しています。 

（追加情報） 

当事業年度末において、当事

業年度末の受注プロジェクト

を精査した結果、損失が確実

視されるプロジェクトが新た

に発生したため、翌事業年度

以降に発生が見込まれる損失

を引当計上しています。この

結果、経常利益及び当期純利

益がそれぞれ32,741千円減少

しています。



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 (4) 賞与引当金

   従業員に対して支給する賞与

の支払に充てるため、支給見

込額に基づき計上していま

す。

 (4) 賞与引当金   

   従業員に対して支給する賞与

の支払に充てるため、支給見

込額に基づき計上していま

す。なお、当中間会計期間の

賞与引当金繰入額および賞与

引当金残高はありません。

 (4) 賞与引当金

      従業員に対して支給する賞与

の支払に充てるため、支給見

込額に基づき計上していま

す。なお、当事業年度の賞与

引当金繰入額および賞与引当

金残高はありません。

 （5）土地売却損失引当金

           ――――

 （5）土地売却損失引当金

      事業構造改革を目的とした、

守谷工場（茨城県守谷市）の

伊勢崎工場（群馬県伊勢崎

市）への移転・統合に伴い、

守谷工場の敷地について土地

売買契約が平成17年7月13日

付で締結されたことから、当

該敷地のうち（財）民間都市

開発推進機構からの賃借分に

ついて、今後買戻しおよび売

却により発生が見込まれる損

失に備えるため、損失見込額

を計上しています。

 （5）土地売却損失引当金
           ――――



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

（6） 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上していま

す。なお、会計基準変更時差

異(2,903百万円、但し、大量

退職に伴う一時処理額814百

万円については第89期に特別

損失として計上)について

は、15年による均等額を費用

処理しています。 

 数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額

法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度より費用

処理することとしています

  (6) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上していま

す。

    なお、会計基準変更時差異

(2,903百万円、但し、大量退

職に伴う一時処理額814百万

円については第89期に特別損

失として計上し、当中間会計

期間においては早期退職制度

実施に伴なう一時処理額293

百万円を特別損失に計上して

いる。)については、15年に

よる均等額を費用処理してい

ます。

    数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額

法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用

処理することとしています。 

 なお、当中間会計期間にお

いては、早期退職制度実施に

よる一時処理額107百万円を

特別損失に計上しています。

 (6) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、計上していま

す。 

 なお、会計基準変更時差異

(2,903百万円、但し、大量退

職に伴う一時処理額814百万

円については第89期に特別損

失として計上)については、

15年による均等額を費用処理

しています。 

 数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額

法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度より費用

処理することとしています

   



  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

５ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理により

ます。

５ リース取引の処理方法

同左

５ リース取引の処理方法

同左

６ ヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   (ヘッジ手段)

   金利スワップ取引

   (ヘッジ対象)

   借入金の利息

 ③ ヘッジ方針

   借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取

引を行っており、ヘッジ対象

の識別は個別契約毎に行って

います。

６ ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③ ヘッジ方針

同左

６ ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計とヘッジ手段

のキャッシュ・フロー変動の

累計との比較(比率分析)によ

ります。

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

７ 消費税等の処理方法

  税抜方式によります。

７ 消費税等の処理方法

同左

７ 消費税等の処理方法

同左



会計処理の変更 

  

 
  

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

     ―――――

 

（固定資産の減損に係る会計基準）

    当中間会計期間から「固定

資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成

14年8月9日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会

計基準適用指針第6号）を適

用しております。これによ

り、税引前中間純損失が

313,710千円、中間純損失は

271,103千円、それぞれ増加

しております。なお、減損損

失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づ

き、土地については当該資産

の金額から直接控除し、減価

償却資産については、間接控

除形式により、減損損失累計

額の科目をもって表示してお

ります。

     ―――――

 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 担保資産
 (1) 工場財団

建物 426,001千円
機械及び装置 113,113千円
土地 3,433,250千円
その他の 
有形固定資産

113,697千円

  計 4,086,062千円

※１ 担保資産
 (1) 工場財団

建物 223,111千円
機械及び装置 114,624千円
土地 3,223,830千円
その他の
有形固定資産

93,420千円

  計 3,654,987千円

※１ 担保資産
(1) 工場財団
建物 405,450千円
機械及び装置 99,869千円
土地 3,433,250千円
その他の
有形固定資産

114,002千円

 計 4,052,573千円
 (2) 工場財団組入れ外の建物及び

土地
建物 73,496千円
土地 1,107,600千円
  計 1,181,096千円

 (2) 工場財団組入れ外の建物及び
土地
建物 68,307千円
土地 1,086,900千円
  計 1,155,207千円

(2) 工場財団組入れ外の建物及び
土地
建物 70,433千円
土地 1,086,900千円
 計 1,157,333千円

 (3) 売掛金     387,871千円   (3) 売掛金    306,532千円 (3) 売掛金     730,649千円

 (4) たな卸資産  3,185,860千円   (4) たな卸資産  3,082,984千円 (4) たな卸資産  2,612,263千円

         (5) 定期預金       515,000千円     

   上記に対応する債務
短期借入金 2,405,000千円
長期借入金 3,675,000千円
  計 6,080,000千円

   上記に対応する債務
短期借入金 2,386,000千円
長期借入金 1,323,100千円
  計 3,709,100千円

  上記に対応する債務
短期借入金 2,620,000千円
長期借入金 3,134,100千円
 計 5,754,100千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計
額

4,804,528千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計
額

4,592,602千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計
額

4,827,548千円
※３ 消費税等
   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ流動資産のそ
の他に8,530千円を計上して
います。

※３ 消費税等
   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ流動資産のそ
の他に2,371千円を計上して
います。

※３   ―――――

 ４ 偶発債務
   従業員の銀行借入金に対して

債務保証を行っています。
従業員の 
銀行借入金

2,359千円

 ４ 偶発債務
   従業員の銀行借入金に対して

債務保証を行っています。
従業員の
銀行借入金

1,410千円

４ 偶発債務
  従業員の銀行借入金に対して
債務保証を行っています。
従業員の
銀行借入金

1,729千円

 ５  受取手形割引高  40,185千円   ５ 受取手形割引高  30,241千円  ５  受取手形割引高 200,874千円

※６ 当社においては、運転資金の
効率的な調達を行うため取引
銀行１行と貸出コミットメン
ト契約を締結しています。

   当中間会計期間末における貸
出コミットメントに係る借入
金未実行残高等は次のとおり
です。

   貸出コミットメントの総額
2,000,000千円

貸出実行残高 1,480,000千円
差引額 520,000千円

※６ 当社においては、運転資金の
効率的な調達を行うため取引
銀行1行と貸出コミットメン
ト契約を締結しています。

   当中間会計期間末における貸
出コミットメントに係る借入
金未実行残高等は次のとおり
です。

   貸出コミットメントの総額
2,000,000千円

貸出実行残高 50,000千円
差引額 1,950,000千円

※６ 当社においては、運転資金の
効率的な調達を行うため取引
銀行1行と貸出コミットメン
ト契約を締結しています。

  当事業年度末における貸出コ
ミットメントに係る借入金未
実行残高等は次のとおりで
す。

  貸出コミットメントの総額
2,000,000千円

貸出実行残高 1,570,000千円
差引額 430,000千円



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 過去１年間の売上高

   当社の売上高は、通常の営業

の形態として、上半期に比べ

下半期に納期を迎える受注の

割合が大きいため、事業年度

の上半期の売上高と下半期の

売上高との間に著しい相違が

あり、上半期と下半期の業績

に季節的変動があります。

   なお、当中間会計期間末に至

る１年間の売上高は次のとお

りです。     （千円）

前事業年度の
下期の売上高

7,966,869

当中間期の
売上高

3,400,177

  計 11,367,047

※１ 過去１年間の売上高

   当社の売上高は、通常の営業

の形態として、上半期に比べ

下半期に納期を迎える受注の

割合が大きいため、事業年度

の上半期の売上高と下半期の

売上高との間に著しい相違が

あり、上半期と下半期の業績

に季節的変動があります。

   なお、当中間会計期間末に至

る１年間の売上高は次のとお

りです。     （千円）

前事業年度の
下期の売上高

6,311,803

当中間期の
売上高

2,688,687

  計 9,000,490

※１   ―――――

※２ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 230千円

賃貸料収入 13,907千円

為替差益 4,180千円

※２ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 217千円

賃貸料収入 15,492千円

為替差益 2,691千円

※２ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 441千円

賃貸料収入 28,044千円

為替差益 3,355千円

※３ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息 103,016千円

売上債権売却損 4,542千円

※３ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息 75,799千円

売上債権売却損 3,857千円

※３ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息 206,307千円

売上債権売却損 13,776千円



 
  

前中間会計年度 
 (自 平成16年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度(自 平成16年４月１日至
平成17年３月31日)

※４    ――――― ※４ 特別損失

       事業構造改革費用
 
     事業構造改革費用の主な内訳 
     増資・リファイナンス費用 
                        42,253千円 
     工場移転関連費用 
                       110,275千円 
     土地売却損失引当金繰入額 
                       343,290千円 
     早期退職制度による割増退職金 
                        55,000千円 
     未認識会計基準変更時差異償却 
                       293,625千円 
     未認識数理計算上の差異償却 
                       107,086千円 
     棚卸資産廃棄損   
        仕掛品        54,856千円 
        製品          41,847千円 
     減損損失 
                       313,710千円 
     固定資産除却損 
                        32,103千円 
     その他 
                         6,817千円 

    

        なお、上記の減損損失は、

平成17年5月13日開催の取締

役会において、守谷工場（茨

城県守谷市）の伊勢崎工場

（群馬県伊勢崎市）への移

転・統合を含む事業構造改革

の実施が決議されたことに伴

い、守谷工場の減価償却資産

および土地のうち自己保有分

について、帳簿価額を回収可

能額まで減額し、特別損失に

計上したものであります。そ

の内訳は、建物 156,000 千

円、構築物20,000千円、機械

装置21,000千円、工具器具備

品12,000千円、土地104,710

千円であります。  

  当該資産の回収可能額は、

正味売却価格により測定して

おり、土地については、平成

17年7月13日付で締結された

土地売買契約書に基づく売却

代金から、今後発生が見込ま

れる売却費用見込額を控除す

ることにより評価していま

す。

 

※４ 特別損失

土地売却損 5,805千円

 ５ 減価償却実施額 

      有形固定資産  74,185千円 

    無形固定資産   50,422千円

 ５ 減価償却実施額 

      有形固定資産   55,843千円 

    無形固定資産    42,555千円

 ５ 減価償却実施額 

      有形固定資産   141,809千円 

    無形固定資産    96,171千円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額
機械及び 
装置 
(千円)

工具・器
具・備品 
(千円)

取得価額 
相当額

305,896 333,749

減価償却 
累計額 
相当額

216,582 191,544

中間期末 
残高 
相当額

89,314 142,205

その他 
(千円)

合計 
(千円)

取得価額 
相当額

181,047 820,693

減価償却 
累計額 
相当額

74,222 482,348

中間期末 
残高 
相当額

106,825 338,344

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額
機械及び 
装置 
(千円)

工具・器
具・備品
(千円)

取得価額 
相当額

178,875 239,329

減価償却 
累計額 
相当額

137,147 117,628

中間期末 
残高 
相当額

41,727 121,701

その他 
(千円)

合計 
(千円)

取得価額 
相当額

153,782 571,987

減価償却 
累計額 
相当額

79,961 334,737

中間期末 
残高 
相当額

73,821 237,250

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額
機械及び 
装置 
(千円)

工具・器
具・備品 
(千円)

取得価額 
相当額

305,896 286,306

減価償却 
累計額 
相当額

242,139 175,550

期末 
残高 
相当額

63,756 110,755

その他 
(千円)

合計 
(千円)

取得価額 
相当額

153,782 745,986

減価償却 
累計額 
相当額

64,432 482,123

期末 
残高 
相当額

89,350 263,862

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 137,074千円

１年超 211,767千円

合計 348,841千円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 107,671千円

１年超 137,687千円

合計 245,358千円

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 113,298千円

１年超 159,755千円

合計 273,053千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 120,083千円

減価償却費 
相当額

111,443千円

支払利息相当額 9,603千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 65,816千円

減価償却費
相当額

61,000千円

支払利息相当額 3,735千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 200,648千円

減価償却費
相当額

185,925千円

支払利息相当額 14,194千円

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

 ・減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よります。

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

 ・減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

 ・減価償却費相当額の算定方法

同左

 ・利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

ります。

 ・利息相当額の算定方法

同左

 ・利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

前事業年度末(平成17年３月31日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
  

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 △0.51円 １株当たり純資産額 15.81円 １株当たり純資産額 4.11円

１株当たり中間純損失 4.92円 １株当たり中間純損失 28.09円 １株当たり当期純利益 0.28円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、１株当たり中

間純損失であるため記載していませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、１株当たり中

間純損失であるため記載していませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないた

め記載していません。

１株当たり中間純損失の算定上の基

礎

中間損益計算書上の中間純損失

282,823千円

普通株式に係る中間純損失

294,073千円

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳

 優先配当額

普通株主に帰属しない金額

11,249千円

普通株式の期中平均株式数

59,737,972株

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要

 転換予約権付株式(第一種優先株

式)

 潜在株式の数    7,075,470株

１株当たり中間純損失の算定上の基

礎

中間損益計算書上の中間純損失

1,977,883千円

普通株式に係る中間純損失

1,989,133千円

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳

 優先配当額

普通株主に帰属しない金額

11,249千円

普通株式の期中平均株式数

70,796,154株

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要

 転換予約権付株式(第一種優先株

式)

潜在株式の数    8,620,687株

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎

損益計算書上の当期純利益

39,287千円

普通株式に係る当期純利益

16,787千円

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳

 優先配当額

普通株主に帰属しない金額

22,499千円

普通株式の期中平均株式数

59,733,121株

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要

 転換予約権付株式(第一種優先株

式)

潜在株式の数    7,075,470株



 （重要な後発事象） 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

     ―――――― 当社は、平成17年5月16日開催の
取締役会において、株式の流動性
拡大を図るため株式分割を行う旨
決議しております。当該株式分割
の内容は、下記のとおりです。

1 平成17年10月20日付をもっ

て、当社普通株式1株を1.25株

に分割する。分割の方法は、平

成17年8月31日最終の株主名簿

及び実質株主名簿に記載または

記録された株主の所有株式数

（株主割当による発行新株式数

のうち、同日までに払込の確認

ができたものを含む。）を、1

株につき1.25株の割合をもって

分割する。

2 分割により増加する株式数  

普通株式23,253,870株 

3 配当起算日 平成17年4月1日

前期首に当該株式分割が行わ

れたと仮定した場合における

（1株当たり情報）の各数値は

それぞれ以下のとおりです。

当社は平成17年5月13日開催の取
締役会において、コスト削減によ
る収益力の向上を目的として構造
改革の実施を決議するとともに、
財務内容の強化を目的として、平
成17年5月16日開催の取締役会に
おいて株主割当による新株式の発
行を決議しました。その主な内容
は以下のとおりです。

１．構造改革の主な内容 

 （1）工場統合の実施による生産性

向上・合理化の実施 

 現在の生産拠点は、守谷工

場(茨城県守谷市)及び伊勢崎

工場(群馬県伊勢崎市)の2箇

所に分かれていますが、守谷

工場を伊勢崎工場に統合し、

生産性向上を図ります。平成

17年12月までの統合完了を予

定しています。なお、これに

伴い、翌事業年度において守

谷工場の固定資産の除却損

252,000千円が発生する予定

です。

1 当中間会計期間 

（自 平成17年4月 1日） 

 至 平成17年9月30日） 

1株当たり純資産額    

                    12.87円 

1株当たり中間純利益 

                  △22.47円 

潜在株式調整後1株当たり中間 

純利益                ― 円

2 前中間会計期間 

（自 平成16年4月 1日） 

 至 平成16年9月30日） 

1株当たり純資産額   

                   △0.41円 

1株当たり中間純利益 

                  △3.93円 

潜在株式調整後1株当たり中間 

純利益                ― 円

3 前事業年度 

（自 平成16年4月 1日） 

 至 平成17年3月31日） 

1株当たり純資産額     

                     3.36円 

1株当たり当期純利益  

                     0.22円 

潜在株式調整後1株当たり当期 

純利益                ― 円

   （2）工場統合実施に伴う保有土地

の売却による財務体質の改善

 工場統合実施に伴い、守谷

工場敷地の売却及びこれによ

る売却収入を借入金の返済に

充当し財務体質の改善を図る

ことを検討しています。売却

先については、大和ハウス工

業㈱を相手先として交渉中で

あり、譲渡金額についても現

在交渉を行っています。 

   貸借対照表に計上されてい

る守谷工場敷地の概要 

１、所在地 

  茨城県守谷市百合ヶ丘

   3丁目字向原 249番1 

      〃  字柳作2844番1 

      〃  字柳作2855番1 

      〃  字柳作2856番1 

２、敷地面積 

    27,147.93平方メート 

    ル 

３、帳簿価額 

    1,954百万円



  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

    （注）潜在株式調整後1株当

たり中間（当期）純利益は、

当中間会計期間及び前中間会

計期間については1株当たり中

間純損失が計上されています

ので記載していません。前事

業年度については希薄化効果

を有している潜在株式が存在

しないため記載していませ

ん。 

 なお、守谷工場には、上記

の自社所有の敷地以外に、

（財）民間都市開発推進機

構から賃借している敷地

（敷地面積：43,792.56平方

メートル）があります。こ

の賃借している敷地は、平

成10年3月27日に（財）民間

都市開発推進機構へ守谷工

場敷地の一部を3,052,000千

円で売却したものであり、

その後も引き続き工場用敷

地として（財）民間都市開

発推進機構から賃借してい

ますが、これについても買

戻すことを前提に、自社所

有分とあわせて売却を行う

ことを検討しています。

 （3）早期退職転職支援制度の実施

による人員及び人件費の削減

 平成17年7月11日から同7月

15日を申込期間とし満45才以

上の社員を対象に募集し、55

人の応募を予定しています。

早期退職に伴う特別損失は、

翌事業年度において465,000

千円を見込んでおり、人件費

の削減額(年間ベース)は

357,000千円を見込んでいま

す。

２．株主割当による新株式の発行

    (1) 発行新株式数  

普通株式    35,865,000株

    (2) 割当方法  

 平成17年6月11日（土曜日）

の最終の株主名簿および実質

株主名簿に記載又は記録され

た株主に対してその所有普通

株式1株につき0.6株の割合で

新株式を割り当てる。ただ

し、割当の結果生じる1株未

満の端数は、これを切り捨て

る。 

    (3) 発行価額  

1株につき金100円 

    (4) 発行価額の総額 

3,586,500,000円 

    (5) 資本組入額  

1株につき金50円 

    (6) 払込金額 1株につき金100円



  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

    (7) 申込証拠金  

 1株につき金100円とし、払

込期日に新株式払込金に振替

充当する。ただし、申込証拠

金には利息をつけない。 

    (8) 申込方法  

 株式申込証に申込証拠金を

添えて、申込期間内に申込取

扱場所に申込む。 

    (9) 申込期間  

平成17年6月29日（水曜日）

から平成17年7月19日（火曜

日）まで 

   (10) 払込期日  

平成17年7月31日（日曜日） 

   (11) 新株引受権の譲渡  

 株主は、当社の発行する新

株引受権証書により、新株引

受権を譲渡することができ

る。 

   (12) 新株引受権証書の発行および

その請求期間  

 新株引受権証書は株主の請

求があるときに限り、株式申

込証と引換えに発行する。た

だし、その請求期間は平成17

年6月30日（木曜日）から平

成17年7月15日（金曜日）ま

でとする。 

   (13) 配当起算日 平成17年4月1日

   (14) 申込期日 

（平成17年7月19日）までに

お申込のないときは、新株引

受権を失います。 

   (15) 引受けのない失権株式につ 

いては、募集を打ち切り再募

集はいたしません。 

   (16) 前記各号については、証券 

取引法による届出の効力発生

を条件とする。

   (17) 今回の株主割当てによる手取

概算額 3,566,500千円につい

ては、自己資本の充実および

工場統合や早期退職転職支援

制度の実施等の構造改革のた

めの事業資金に充当する予定

であります。 



  

 
  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

３．株式分割   

    (1) 株式分割の目的 

上記株主割当の申込みの結

果、株主が取得することにな

る単元未満株式を整理し、株

式の流動性の拡大を図るた

め。 

    (2) 平成17年10月20日（木）付 

をもって、次のとおり普通株

式1株を1.25株に分割する。 

      ① 分割により増加する株式数 

当社普通株式とし、平成17年

8月31日（水）の最終の発行

済株式総数(上記「2.株主割

当による新株式の発行」に記

載された発行新株式数のうち

同日までに払込の確認ができ

たものを含む。)に0.25を乗

じた株式数とする。ただし、

計算の結果1株未満の端数株

式が生じた場合にはこれを切

り捨てる。 

   ② 分割の方法 

平成17年8月31（水）最終の

株主名簿及び実質株主名簿に

記載又は記録された株主の所

有株式数（上記「2．株主割

当による新株式の発行」に記

載された発行新株式数のう

ち、同日までに払込の確認が

できたものを含む。）を、1

株につき1.25株の割合をもっ

て分割する。ただし、分割の

結果生じる１株未満の端数株

式は、これを一括売却し、そ

の処分代金を端数の生じた株

主に対し、その端数に応じて

分配する。

 (3) 配当起算日 

平成17年4月１日（金） 

その他、この株式分割に必要

な事項は、今後の取締役会に

おいて決定する。



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令第19
条第２項第12号並びに第19号の規程に基
づくもの

平成17年５月13日 
関東財務局長に提出

(2) 有価証券届出書 及びその添付書類 株主割当による新株式の発行 平成17年５月16日関東財
務局長に提出

(3)
有価証券報告書及びそ

の添付書類
事業年度  
(第92期)

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

平成17年６月30日関東財
務局長に提出

(4) 有価証券届出書の訂正届出書
平成17年５月16日に提出した有価証券
届出書の訂正届出書

平成17年６月30日関東財
務局長に提出



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月22日

明星電気株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている明星電気株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、明星電気株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前連結会計年度を含め四期連続して当期純損失を

計上し、営業キャッシュ・フローは三期連続のマイナスとなっている。当中間連結会計期間も中間純損失

266百万円の計上となっており、純資産額は41百万円(自己資本比率0.4％)となると共に営業活動によるキャ

ッシュ・フローは183百万円の資金流出となった。当該状況により、会社には継続企業の前提に関する重要

な疑義が存在している。当該状況の解消に向けての会社の対応等は当該注記に記載されている。中間連結財

務諸表は継続企業を前提として作成されており、重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していな

い。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  村  嘉  彦  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  石  井  清  之  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。

 



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月15日

明星電気株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている明星電気株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、明星電気株式会社及び連結子会社の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計

基準により中間連結財務諸表を作成している。  

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  村  嘉  彦  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  岩  丸     稔  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。

 



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月22日

明星電気株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている明星電気株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第92期事業年度の中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、明星電気株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前事業年度を含め四期連続して当期純損失を計上し

ている。当中間会計期間も中間純損失282 百万円の計上となっており、純資産額は22 百万円(自己資本比率

0.2％)となった。当該状況により、会社には継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況

の解消に向けての会社の対応等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成さ

れており、重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

  

 

あずさ監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  中  村  嘉  彦  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  石  井  清  之  ㊞

 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。

 



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月15日

明星電気株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている明星電気株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第93期事業年度の中間会計期間（平

成17年4月1日から平成17年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、明星電気株式会社の平成17年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計

基準により中間財務諸表を作成している。  

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

  

 

あずさ監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  中  村  嘉  彦  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  岩  丸     稔  ㊞

 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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